
【議案第１号】 

 

 

令和 2 年度生活交通確保維持改善計画の策定について 

 

 

 

阿見町地域公共交通総合連携計画に基づき、町内の公共交通不便地域の解消

や買い物・通院等の移動手段の確保、公共施設等への利便性向上を図るため、「生

活交通確保維持改善計画」の策定及び国への認定申請について同意を求める。 

 

 

 

 

 

 

令和元年 5 月 28 日 

 

阿見町地域公共交通活性化協議会 

会 長  千 葉  繁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

生活交通確保維持改善計画（地域内フィーダー系統確保維持計画を含む） 
 

 

令和元年 6月 日 

          阿見町地域公共交通活性化協議会           

  

生活交通確保維持改善計画の名称 

阿見町地域内フィーダー系統確保維持改善計画  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

(1) 目的  

阿見町地域公共交通総合連携計画（以下「連携計画」という。）に基づき，町内の公共交

通不便地域の解消や買い物・通院等の移動手段の確保，公共施設等への利便性向上を目的と

し，また，一般町民や関係機関等で構成する阿見町地域公共交通活性化協議会において，運

行事業内容の改善を行いながら地域公共交通確保維持改善事業に取り組む。 

(2) 必要性 

連携計画に定めている5つの事業計画の中で，優先的に取り組む事業として「地区内の短

距離移動を支える交通手段の整備」及び「各地区の居住者の中央地区への公共交通整備」を

目標としている。当町においては，基幹路線（路線バス）が運行されているが，町中心部の

一部しか運行されていないなど路線数が少なく，すべての町民が容易に利用できるものでは

ないことから，公共交通不便地域の特に高齢者をはじめとする交通弱者の移動手段を確保す

るため，需要に応じた公共交通としてデマンドタクシーの運行が必要である。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

・利用者の需要に応じた運行効率化を図ることで利用者の利便性向上を目指すとともに利用

者数を増加させる。（平成 30 年度の月当たり平均利用者数 792 人） 

年  度 目  標 

令和 2年度 月当たりの利用者数を 831 人に増加させる 

令和 3年度 月当たりの利用者数を 872 人に増加させる 

令和 4年度 月当たりの利用者数を 915 人に増加させる 
 

（２）事業の効果 

・町内の公共交通不便地域を補填するためにデマンドタクシーを導入することにより，町内

における高齢者等の日常生活に必要不可欠な移動手段が確保される。また，町内全域をカ

バーする運行を実施することにより，基幹系統である路線バスへのフィーダーも確保さ

れ，より広域的な活動が可能になることから，当町だけに留まらない地域の活性化や外出

機会の増加につながっていくものと考えられる。 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・デマンドタクシーの利用状況や平成 30年度に実施した利用者アンケートの結果をもとに，

より便利で効率的な運行体制の改善を図る。（阿見町地域公共交通活性化協議会） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運行予定者 

別添の表１及び別添資料１のとおり。 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の負担者 

・運行収入及び国庫補助金を運行経費から差し引いた差額分を阿見町が負担する。 



 

６．補助金の交付を受けようとする補助対象事業者の名称 

有限会社 新町タクシー 

日本貿易運輸 株式会社 

７．補助を受けようとする手続きに係る利用状況等の継続的な測定方法 

 【活性化法法定協議会を補助対象事業者とする場合のみ】 

※該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準二ただし書に基づき，協議会が平日１日当たりの運

行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

９．別表１の補助対象事業の基準ハに基づき，協議会が「広域行政圏の中心市町村に

準ずる生活基盤が整備されている」認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

10．生産性向上の取組に係る取組内容，実施主体，定量的な効果目標，実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

11．外客来訪促進計画との整合性 

【外客来訪促進計画が策定されている場合のみ】 

※該当なし 

12．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

別添の表５のとおり。 

13．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよう

とする場合のみ】 

※該当なし 

14．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよう

とする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

15．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者，要する費用の負担者【車両

減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする

場合のみ】 

※該当なし 

 

 



 

16．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収

支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容，代替車両を活用した

利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

   

17．協議会の開催状況と主な議論  

令和元年 5月 28 日 第 1 回協議会 

・平成 30年度事業報告及び収支決算報告 

・令和 2年度生活交通確保維持改善計画の策定について 

・平成 30年度デマンドタクシー実績報告 

・平成 30年度茨城大学委託研究に関する調査研究の実績報告 

18．利用者等の意見の反映状況 

・平成 30年度に実施した利用者アンケート結果より，利用者のニーズを把握するとともに，

乗車傾向等の検証を行なった。 

・協議会の委員に住民又は利用者の代表として，「阿見町区長会」「阿見町 PTA 連絡協議会」

「阿見町シルバークラブ連合会」「阿見町障害者福祉協議会」「阿見町商工会」の代表者か

ら意見を反映して本計画を作成した。 

19．協議会メンバーの構成員 

町長及びその指

名する者 
阿見町長 

関係都道府県 茨城県政策企画部交通局交通政策課，茨城県土木部竜ケ崎工事事務所 

関係市区町村 土浦市都市産業部 

交通事業者・交

通施設管理者等 

ジェイアールバス関東㈱，関東鉄道㈱，㈲新町タクシー，日本貿易運輸

㈱，㈲ナカヤ観光，（一社）茨城県バス協会，(一社)茨城県ハイヤー・

タクシー協会，関東鉄道労働組合 

地方運輸局 関東運輸局茨城運輸支局首席運輸企画専門官 

その他協議会が

必要と認める者 

牛久警察署，東京医科大学茨城医療センター，阿見町商工会，阿見町議

会議員の代表，町内工業団地連絡協議会，阿見町区長会，阿見町 PTA 連

絡協議会，阿見町シルバークラブ連合会，阿見町障害者福祉協議会，茨

城大学農学部教授，茨城県立医療大学教授 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）茨城県稲敷郡阿見町中央一丁目 1番 1号                 

（所 属）阿見町地域公共交通活性化協議会（都市計画課内） 

（氏 名）立原 香織                        

（電 話）029-888-1111（内 233）                

（e-mail）toshikeikakuka-ofc@town.ami.lg.jp                  

mailto:toshikeikakuka-ofc@town.ami.lg.jp


別添資料１阿見町全図（運行区域）及び荒川沖駅東口（土浦市）茨城県

JR荒川沖駅東口

（土浦市）



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域の内訳

　国庫補助上限額の算定

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

（２）添付書類
１． 人口集中地区以外の地区及び交通不便地域の区分が分かる地図

（ただし、全域が交通不便地域となる場合には省略可）

市区町村名 阿見町

人　口

人口集中地区以外 20,798

交通不便地域

人　口 対象地区 根拠法

算定式

(参考)20,798×120円×0.7＋200万円

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が上記３．に掲げる法律（根拠法）に基づき
地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村名等を記載すること。
また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域が存在する場合には、該当する区域
名を記載すること。
「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定する
交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を基に
記載すること。
※なお、実施要領等で別に定める場合は、それによること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。
「交通不便地域」の欄は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく過疎地域（過疎地域
とみなされる市町村、過疎とみなされる区域を含む。）、離島振興法に基づく離島振興
対策実施地域、半島振興法に基づく半島振興対策実施地域、山村振興法に基づく振
興山村に該当する地域の人口及び実施要領（２．（１）⑭）に基づき地方運輸局長等が
指定する交通不便地域の人口の合計（重複する場合を除く）を記載すること。

国庫補助上限額

3,747,000

対　象　人　口

20,798




